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⑥ 平成27年度以降（平成27年４月１日から資料の提出日まで。以下同じ。）に完了し

た、次に示す同種業務の実績を、単独元請として１件以上、又は、下請（再委託）

として５件以上有すること。 

イ 同種業務：公的機関※が発注した、居住中の共同住宅における機械設備保全改

修工事（給水管修繕工事、給水ポンプ修繕工事 他）に係る設計・積算業務 

※ 国、地方公共団体、独立行政法人又は地方公共団体が設立した公社をいう。

以下同じ。  

⑦ 次に掲げる基準を満たす管理技術者を本件業務に配置できること。 

イ 建築設備士もしくは設備設計一級建築士の資格を有し、建築士法（昭和25年法

律第202号）による登録を行っている者であること。 

ロ 資料の提出期限日時点において、参加希望者と直接的かつ恒常的な雇用関係が

あること。なお、当該関係がないことが判明した場合、虚偽の記載として取扱う。 

(2) 参加資格の確認 

本競争の参加希望者は、(1)に掲げる参加資格を有することを証明するため、次に従

い、資料を提出し、発注者から参加資格の有無について確認を受けなければならない。

なお、期限までに資料を提出しない者並びに参加資格がないと認められた者は、本競

争に参加することができない。 

①   資料の作成方法  資料は、別記様式２～３により作成すること。 

② 資料の提出方法  資料は、見積書の提出期限までに、見積書と同時に提出する

こと（見積書のみを封入した中封筒と併せて、資料を表封筒に入れること。３(1)③

参照。）。 

 

３ 見積書の提出場所等 

(1) 見積書の提出場所、提出期限及び提出方法 

① 提出場所：４(6)②に同じ。 

② 提出期限：令和７年７月17日（木） 正午 

③ 提出方法：一般書留郵便により郵送（上記提出期限内に必着。表封筒に『オープ

ンカウンター方式による見積書等在中』と朱書きすること。）することにより行うも

のとし、提出場所への持参又は電送によるものは受け付けない。 

 なお、提出は、二重封筒とし、表封筒及び中封筒に各々封をすること。 

 中封筒には、見積書のみを入れること。見積書には必要事項を記入（見積参加者

が年間受任者をして見積をさせるときは年間委任状が必要（代理人の場合は委任状）

である。）したものを中封筒に入れ、封をし、業務名、開札日時及び見積者名を明記

すること。また、中封筒の封かんは、作成した見積書について見積案件ごとに行う

こと。 

 表封筒は、必要事項を記入のうえ、上記の中封筒及び２(2)の資料（並びに年間委

任状又は委任状等）を入れ、封をすること。 

(2) 見積合せの日時 

見積書の提出期限後において適宜実施する。 

（令和７年７月22日（火） 午後３時00分までに（予定）） 
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